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⑵ 　補正予算（歳出）の主な内容 （単位：千円）
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在宅人工呼吸器使用者
非常用電源導入支援事
業費

260

　県の補助制度新設に伴い、市内の在宅人工呼吸器使用者に
対して、災害時等に使用する電源確保のため、非常用電源装置
等の購入費助成制度を新設するもの

【助成の概要】
 ・対象者：在宅人工呼吸器使用者
 ・対象機器：正弦波インバーター発電機、蓄電池
 ・補助額（上限）：130千円/件
 ・自己負担額：
　　　課税世帯10％、非課税世帯５％、生活保護世帯０％

　平成筑豊鉄道株式会社に対しては、毎年度、沿線自治体
から経営安定化補助金として支援給付を行っているが、更
なる経営悪化に伴い、沿線自治体で同社への追加支援を行
うため、支援金を計上するもの
※ 追加支援金総額（沿線自治体全体）：139,000千円

項　目

1,442,652千円 15,802千円増 1,458,454千円補正後予算額 36,361,919

補正額 説　　　明

令和７年度１２月補正予算（案）について

既決予算額 36,096,572

補正予算額 補正前

※ 財源不足は、以下のとおり拡大。

　補正予算額

補正後265,347

　今回の補正予算では、ふるさと寄附金（ふるさと納税）の増収見込みに伴うもののほか、９月
補正予算編成後、新たに予算措置が必要となった事項を計上している。
　なお、１２月補正予算（追加分）の補正額については、本資料中、既決予算額に含めて作成し
ている。

　「大学連携事業補助金」など計２１件を追加している。

　債務負担行為

　業務完了が令和８年度の見込となった「フロントヤード改革推進事業費」を追加している。
　繰越明許費

　ふるさと寄附金を増額するほか、各事業の財源として交付される国庫補助金などを計上して
いる。

　補正予算（歳入）の主な内容

※　主な事業として３つを挙げている。

ふるさと寄附推進事業
費

公共交通網形成事業費 32,770

190,837

　ふるさと寄附金（ふるさと納税）の収入額が当初の想定
を上回る見込みとなったため、その返礼品等に要する経費
を増額するもの
（ふるさと寄附金収入見込額：９億６千万円→１２億円）

新 規
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①　財源調整前の歳入・歳出総額 (単位：千円) 

既決予算額 今回補正額 計

歳　　　　　　入 34,653,920 249,545 34,903,465

歳　　　　　　出 36,096,572 265,347 36,361,919

差　　　　　　引 △ 1,442,652 △ 15,802 △ 1,458,454

②　財源調整案 (単位：千円) 

調 整 項 目 既決予算額 今回補正額 計

財 政 調 整 基 金 繰 入 金 1,242,652 15,802 1,258,454

減 債 基 金 繰 入 金 200,000 0 200,000

計 1,442,652 15,802 1,458,454

③　財源調整可能基金の状況 (単位：千円) 

６年度決算
剰余金

財源調整 その他

財 政 調 整 基 金 2,935,008 150,000 1,995 1,258,454 0 1,828,549

減 債 基 金 876,356 239 200,000 58,867 617,728

合　計 3,811,365 150,000 2,234 1,458,454 58,867 2,446,278

ふ る さ と 寄 附 活 用 基 金 897,800 731,108 897,800 0 731,108

合　計
（ふるさと寄附活用基金含む。）

4,709,165 150,000 733,342 2,356,254 58,867 3,177,386

※　端数処理の関係で表内計算が合わない場合がある。

令和７年度１２月補正予算編成における財源調整（案）

６年度末
現在高

（Ａ)

７年度末
現在高見込

（E）=
（Ａ）+（Ｂ）
+（Ｃ）-（D）

令和７年度予算

積立額
（Ｂ）

積立予定額
（C）

取崩予定額
（D）

令和７年度中増減額見込
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(単位:千円) 

既決予算額 補正予算額 合 計

1 5,286,469 0 5,286,469

2 159,900 0 159,900

3 3,300 0 3,300

4 26,000 0 26,000

5 47,500 0 47,500

6 149,700 0 149,700

7 1,193,000 0 1,193,000

8 32,000 0 32,000

9 27,161 0 27,161

普　　通 7,262,664 0 7,262,664

10 地 方 交 付 税 特　　別 1,000,000 0 1,000,000

計 8,262,664 0 8,262,664

11 9,241 0 9,241

12 44,586 0 44,586

13 1,196,242 0 1,196,242

14 8,012,756 875 8,013,631

15 2,489,781 6,040 2,495,821

16 91,513 0 91,513

17 964,110 240,000 1,204,110

18 2,950,829 15,932 2,966,761

19 125,071 0 125,071

20 1,127,249 0 1,127,249

21 3,897,500 2,500 3,900,000

36,096,572 265,347 36,361,919

既決予算額 補正予算額 合 計

1 215,716 0 215,716

2 4,177,506 224,946 4,402,452

3 15,507,707 12,140 15,519,847

4 4,141,855 2,247 4,144,102

5 25,731 0 25,731

6 823,263 0 823,263

7 1,627,145 0 1,627,145

8 2,828,197 5,300 2,833,497

9 1,408,828 0 1,408,828

10 2,440,863 20,714 2,461,577

11 28,828 0 28,828

12 2,850,933 0 2,850,933

13 20,000 0 20,000

36,096,572 265,347 36,361,919

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

令和７年度１２月補正予算款別総括表

歳　　　　入

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

分 担 金 及 び 負 担 金

環 境 性 能 割 交 付 金

財 産 収 入

寄 附 金

商 工 費

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

合　　　　計

合　　　　計

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

歳　　　　出

議 会 費

予 備 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 業 費
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一般会計　令和７年度１２月補正予算（歳出）の主な内容

215,716 0 215,716

4,177,506 224,946 4,402,452

【参考】ふるさと寄附金収入額推移

9月末実績

現計予算

国庫
支出金

県支出金 地方債 一般財源

190,837 0 0 0 190,837

国庫
支出金

県支出金 地方債 一般財源

32,770 0 0 0 32,770

15,507,707 12,140 15,519,847

260千円

国庫
支出金

県支出金 地方債 一般財源

260 0 130 0 0

　その他特定財源：高齢者等保健福祉基金繰入金

○在宅人工呼吸器使用者非常用電源導入支援補助金

960,000千円

令和５年度 897,838千円
令和６年度 731,108千円

845,586千円

96,564千円
令和２年度 183,849千円
令和３年度 545,157千円

190,837千円

補正
予算額

財源内訳

その他

0

　ふるさと寄附金（ふるさと納税）の収入額が当初の想定を上
回る見込みとなったため、その返礼品等に要する経費を増額す
るもの
（ふるさと寄附金収入見込額：９億６千万円→１２億円）

平成30年度 120,432千円
令和元年度

令和７年度

補正
予算額

〇ふるさと寄附金返礼品料等

1 実
ふるさと寄附推
進事業費

産業振興
課

537,355 190,837 728,192

32,770千円

令和４年度 754,973千円

その他

補正
予算額

財源内訳

その他

0

【助成の概要】
・対象者：在宅人工呼吸器使用者
・対象機器：正弦波インバーター発電機、蓄電池
・補助額（上限）：130千円/件
・自己負担額：
    課税世帯10％、非課税世帯５％、生活保護世帯０％

財源内訳

議 会 費

（単位：千円）

補正の主な内容
補正後
予算額

補正
予算額

260

款名及び事業名 所管課

総 務 費

1

260

　県の補助制度新設に伴い、市内の在宅人工呼吸器使用者に対
して、災害時等に使用する電源確保のため、非常用電源装置等
の購入費助成制度を新設するもの

2

既決
予算額

3 民 生 費

公共交通網形
成事業費

都市計画
課

55,448 32,770 88,218実

0

在宅人工呼吸
器使用者非常
用電源導入支
援事業費

高齢障が
い課

実

2

3

　平成筑豊鉄道株式会社に対しては、毎年度、沿線自治体から
経営安定化補助金として支援給付を行っているが、更なる経営
悪化に伴い、沿線自治体で同社への追加支援を行うため、支援
金を計上するもの
※ 追加支援金総額（沿線自治体全体）：139,000千円

○平成筑豊鉄道運行経費支援金

130

新 規
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一般会計　令和７年度１２月補正予算（歳出）の主な内容
（単位：千円）

補正の主な内容
補正後
予算額

補正
予算額

款名及び事業名 所管課
既決
予算額

国庫
支出金

県支出金 地方債 一般財源

11,707 0 5,853 0 5,854

25,731 0 25,731

823,263 0 823,263

1,627,145 0 1,627,145

2,828,197 5,300 2,833,497

○住宅リフォーム助成金

5,300 485 0 0 4,815

1,408,828 0 1,408,828

2,440,863 20,714 2,461,577

20,388 0 0 2,500 17,888

　地方債：過疎対策事業債（充当率：100％、交付税措置率：70％）

住宅リフォーム
助成事業費

建築住宅
課

7,310 5,300 12,610

　申請件数が当初の想定を上回る見込みとなったため、当該助成
金を増額するもの

補正
予算額

財源内訳

国庫
支出金

県支出金 地方債 その他 一般財源

0

5,300千円

3,219千円
①電気料 14,642千円

【助成金概要】
　・助成対象：住宅のバリアフリー改修、省エネ化改修等の工事費
　・助成率：対象工事費の10～50％（上限20～30万円）

【申請件数の推移】
　R4：33件、R5：32件、R6：33件、R7（9/22時点）：32件

10

一般財源県支出金

土 木 費

②修繕料

11,707千円

　令和７年４月１日以降、物価上昇に起因する給食費の値上げ
を行っていない又は既に徴収した値上げ相当分について保護者
に返還を行った私立保育所等に対し、県補助金を活用し、給食
費に係る物価高騰対策として補助金を交付するもの

　本市対象施設：私立保育所18園、地域型保育事業所１園

補正
予算額

2,527千円

①電気料
　猛暑・残暑の影響や国支援の縮小により、学校施設に係る電気料
が増加したことに伴い、電気料を増額するもの
②修繕料
　学校施設に係る修繕実績の増加に伴い、修繕料を増額するもの
③弓削田小学校電源ケーブル取替工事
　引き込み口からキュービクル（高圧受電設備）までの電源ケーブ
ル取替工事を実施するもの

補正
予算額

財源内訳

5

0

農 林 業 費

商 工 費

教 育 費

5 実

197,035

子育てのため
の施設等利用
給付事業費

地方債 その他

7

労 働 費

9

6 他
小・中学校施設
維持管理経費

教育総務
課

176,647 20,388

8

消 防 費

③弓削田小学校電源ケーブル取替工事費

国庫
支出金

○保育所等給食支援費補助金  

46,132 11,707 57,839

財源内訳

その他

4 実

6

子育て支
援課

0

新 規
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一般会計　令和７年度１２月補正予算（歳出）の主な内容
（単位：千円）

補正の主な内容
補正後
予算額

補正
予算額

款名及び事業名 所管課
既決
予算額

28,828 0 28,828

2,850,933 0 2,850,933

20,000 0 20,000

36,096,572 265,347 36,361,919

予算区分別の集計表 （単位：千円）

県支出金 地方債 その他

11,086,817 241,047 11,327,864 6,040 0 130

22,278,706 2,743 22,281,449 0 0 0

2,731,049 21,557 2,752,606 0 2,500 0

36,096,572 265,347 36,361,919 6,040 2,500 130

12

補正予算額の財源内訳

875

2,743

234,335

255,802計

合　　　計

災 害 復 旧 費

13

固定経費

実施計画経費

補正
予算額

公 債 費

333

542

一般財源

18,724

国庫
支出金

その他経費

既決
予算額

補正後
予算額

予 備 費

11

0
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一般会計　令和７年度１２月補正予算（歳入）の主な内容
（単位：千円）

1 5,286,469 0 5,286,469

2 159,900 0 159,900

3 3,300 0 3,300

4 26,000 0 26,000

5 47,500 0 47,500

6 149,700 0 149,700

7 1,193,000 0 1,193,000

8 32,000 0 32,000

9 27,161 0 27,161

10 8,262,664 0 8,262,664

11 9,241 0 9,241

12 44,586 0 44,586

13 1,196,242 0 1,196,242

14 8,012,756 875 8,013,631

1
住宅・建築物省エネ
改修推進事業交付
金

750 485 1,235 建築住宅課
　住宅リフォーム助成事業費の財源として
交付されるもの

15 2,489,781 6,040 2,495,821

2
在宅人工呼吸器使用
者非常用電源導入支
援事業費補助金

0 130 130 高齢障がい課
　在宅人工呼吸器使用者非常用電源導入
支援事業費の財源として交付されるもの

3
保育所等給食支援
費補助金

0 5,853 5,853 子育て支援課
　子育てのための施設等利用給付事業費
の財源として交付されるもの

16 91,513 0 91,513

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 交 付 税

環 境 性 能 割 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

款名及び項目名
既決

予算額
補正

予算額
補正後
予算額

所管課 補正の主な内容

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入
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一般会計　令和７年度１２月補正予算（歳入）の主な内容
（単位：千円）

款名及び項目名
既決

予算額
補正

予算額
補正後
予算額

所管課 補正の主な内容

17 964,110 240,000 1,204,110

4 ふるさと寄附金 960,000 240,000 1,200,000 産業振興課 　寄附実績に合わせて、増額するもの

18 2,950,829 15,932 2,966,761

5
財政調整基金
繰入金

1,242,652 15,802 1,258,454 財政課 　財源調整によるもの

6
高齢者等保健福祉
基金繰入金

9,497 130 9,627 保健福祉課
　在宅人工呼吸器使用者非常用電源導入
支援事業費の財源として活用するため、
基金繰入額を増額するもの

19 125,071 0 125,071

20 1,127,249 0 1,127,249

21 3,897,500 2,500 3,900,000

36,096,572 265,347 36,361,919合             計

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

査定資料のみ掲載
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繰越明許費（一般会計）

（追加） （単位：千円）

2 総 務 費 1 総務管理費 6 企 画 費
フロントヤード改革推進
事業費

3,300

款 項 目 事　　業　　名 金額

所管：経営企画課

　住民情報システムにおける標準化移行作業の完了が
令和８年度となる見込みとなったことに伴い、連動す
る窓口支援システムの標準化対応業務の完了について
も令和８年度となる見込みとなったことから繰越明許
費を計上するもの

繰　越　理　由
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債務負担行為（主な内容）

（追加） (単位：千円）

№ 事　項

1 大学連携事業補助金

2 中学生海外派遣事業委託料

3 障がい者相談支援事業委託料

4
田川地区障がい者地域活動支
援センター業務委託料

5
集団健（検）診受付用ＷＥＢ
予約システム運用委託料

6
集団健（検）診受付用コール
センター運営委託料

7 指定ごみ袋購入費

8
スクールバス運行委託料（延
長分）

9
田川文化センター及び田川青
少年文化ホールの管理運営を
行わせる指定管理委託料

 このほか、令和８年度実施分の業務委託契約に係る債務負担行為１２件を定めている。

期　間 限度額 備　考

令和８年度 １,５００

所管：保健福祉課

　令和８年度の集団健（検）診受付用ＷＥＢ予約シス
テム運用に係る委託契約について、年度内に契約を締
結する必要があるため、債務負担行為を定めるもの

所管：保健福祉課

　令和８年度の集団健（検）診受付用コールセンター
運営に係る委託契約について、年度内に契約を締結す
る必要があるため、債務負担行為を定めるもの

所管：教育総務課

　現契約が令和７年度末までとなっている田川東・西
中学校におけるスクールバスの運行委託について、次
期契約が令和８年８月からを予定していることから、
現契約を令和８年７月まで延長する変更契約を行うた
め、債務負担行為を定めるもの

所管：文化生涯学習課

　当該施設に係る指定管理者選定において、年度内に
指定及び基本協定締結を行うため、債務負担行為を定
めるもの

所管：経営企画課

　福岡県立大学との連携事業の一環として、同校の学
生から、地域課題解決につながる提案を募集するプロ
ジェクトを新たに実施するもの
　提案が採択されたプロジェクトの活動費用に対し、
補助金を交付する予定であるが、令和８年度分の活動
に係る提案募集を年度内に開始するに当たり、債務負
担行為を定めるもの

令和８年度 ９,７３４

所管：経営企画課

　令和８年度の中学生海外派遣事業委託料について、
年度内に契約を締結する必要があるため、債務負担行
為を定めるもの

令和８年度 １１,２５０

所管：高齢障がい課

　令和８年度の障がい者相談支援事業委託契約につい
て、年度内に契約を締結する必要があるため、債務負
担行為を定めるもの

令和８年度から
令和１０年度まで

協定書に定める指定管
理委託料の額

令和８年度 ７９,３７５

令和８年度から
令和１０年度まで

２４,９９８

令和８年度 ７３７

令和８年度 ３,７４０

令和８年度 ３０,１６２

所管：環境政策課

　令和８年度分の指定ごみ袋購入契約について、年度
内に契約を締結する必要があるため、債務負担行為を
定めるもの

所管：高齢障がい課

　田川地区８市町村が共同で運営する障がい者地域活
動支援センターについて、令和８年度の運営業委託契
約を年度内に締結する必要があるため、債務負担行為
を定めるもの

新 規

- 10 -



（総務部　財政課）
（単位：千円）

科　　目 名　　　称 既定額 補正額 計

2.1.1 地 方 揮 発 油 譲 与 税 35,000 0 35,000 

2.2.1 自 動 車 重 量 譲 与 税 116,000 0 116,000 

2.3.1 森 林 環 境 譲 与 税 8,900 0 8,900 

3.1.1 利 子 割 交 付 金 3,300 0 3,300 

4.1.1 配 当 割 交 付 金 26,000 0 26,000 

5.1.1 株式等譲渡所得割交付金 47,500 0 47,500 

6.1.1 法 人 事 業 税 交 付 金 149,700 0 149,700 

7.1.1 地 方 消 費 税 交 付 金 1,193,000 0 1,193,000 

8.1.1 環 境 性 能 割 交 付 金 32,000 0 32,000 

9.1.1 地 方 特 例 交 付 金 25,971 0 25,971 

10.1.1 地 方 交 付 税 8,262,664 0 8,262,664 

18.1.1 財 政 調 整 基 金 繰 入 金 1,242,652 15,802 1,258,454 

18.1.2 減 債 基 金 繰 入 金 258,867 0 258,867 

18.1.19
ふ る さ と 寄 附 活 用 基 金
繰 入 金

897,800 0 897,800 

19.1.1 繰 越 金 125,071 0 125,071 

21.1.1 総 務 債 14,600 0 14,600 

21.1.2 民 生 債 76,800 0 76,800 

21.1.3 衛 生 債 585,900 0 585,900 

21.1.4 農 林 債 281,000 0 281,000 

21.1.5 商 工 債 1,140,000 0 1,140,000 

21.1.6 土 木 債 1,009,500 0 1,009,500 

21.1.7 消 防 債 668,900 0 668,900 

21.1.8 教 育 債 100,700 2,500 103,200 

21.1.9 災 害 復 旧 事 業 債 16,600 0 16,600 

16,318,425 18,302 16,336,727 

　　　 令和７年度１２月補正予算　総括表　（一般会計）

歳　　　　　　　　　　入

歳　　入　　合　　計
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（総務部　財政課）
（単位：千円）

　　　 令和７年度１２月補正予算　総括表　（一般会計）

科　　目 名　　　称 既定額 補正額 計

2.1.1 一 般 管 理 費 7,858 0 7,858 

2.1.3 財 政 管 理 費 1,821 0 1,821 

2.1.12 行 政 改 革 推 進 費 128 0 128 

2.1.16 諸 費 731,108 0 731,108 

4.1.7 診 療 所 費 1,000,000 0 1,000,000 

4.3.1 上 水 道 施 設 費 467,380 0 467,380 

12.1.1 元 金 2,634,121 0 2,634,121 

12.1.2 利 子 214,649 0 214,649 

13.1.1 予 備 費 20,000 0 20,000 

5,077,065 0 5,077,065 歳　　出　　合　　計

歳　　　　　　　　　　出
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令和７年度１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（歳入） 総務部　財政課　財政係（単位：千円）

18 1 1

21 1 8

1
過疎対策事業
債

62,700 2,500

項目 既定額 補正額 計

学校施設改修事業債

節

2,500 103,200

予算書のページ 款 項 目 既定額

16 ～ 17 市債 市債

予算書のページ 款

節 既定額 補正額 計

1
財政調整基金
繰入金

1,242,652 15,802 1,258,454

項

16 ～ 17 繰入金 1,258,454

合計

説　　　　　　　明

1,242,652 15,802 1,258,454

項目 既定額

1,258,454

財政調整基金繰
入金

基金繰入金 1,242,652 15,802

目 既定額 補正額 計

財政調整基金繰入金 1,242,652 15,802

補正額 計

65,200
15,800

合計 15,800 2,500 18,300

2,500 18,300

説　　　　　　　明既定額 補正額 計

起債対象事業費の増額によるもの

補正額 計

教育債 100,700

財源調整によるもの
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財源調整可能基金 (単位:千円)

６年度末 ７年度末
現在高 現在高見込

決算剰余金 今回補正 既決予算 今回補正 既決予算

１ 2,935,008 150,000 150,000 0 0 1,995 1,258,454 15,802 1,242,652 1,828,549

２ 876,356 0 0 0 239 258,867 0 258,867 617,728

3,811,365 150,000 150,000 0 0 2,234 1,517,321 15,802 1,501,519 2,446,278

特定目的基金 (単位:千円)

６年度末 ７年度末
現在高 現在高見込

決算剰余金 今回補正 既決予算 今回補正 既決予算

３ 61,036 0 0 0 114 34,193 0 34,193 26,957

４ 29,461 0 0 0 138 14,220 0 14,220 15,379

５ 62,080 0 0 0 272 7,237 0 7,237 55,115

６ 105,918 12,038 0 12,038 416 12,249 0 12,249 106,123

７ 405,893 0 0 0 1,812 9,627 130 9,497 398,078

８ 279,095 54,707 0 54,707 430 313,669 0 313,669 20,563

９ 3,165 0 0 0 34 0 0 0 3,199

１０ 13,470 0 0 0 61 1,220 0 1,220 12,311

１１ 7,690,589 0 0 0 56,309 68,447 0 68,447 7,678,451

１２ 1,534,609 0 0 0 6,811 50,970 0 50,970 1,490,450

１３ 320,544 0 0 0 1,447 15,392 0 15,392 306,599

１４ 5,456 1 0 1 25 0 0 0 5,482

１５ 15,076 1 0 1 69 497 0 497 14,649

１６ 50,824 0 0 0 237 13,677 0 13,677 37,384

１７ 20,415 0 0 0 4 7,486 0 7,486 12,933

１８ 3,944 1 0 1 17 150 0 150 3,812

１９ 955,953 0 0 0 2,173 0 0 0 958,126

２０ 20,235 0 0 0 89 958 0 958 19,366

２１ 0 0 0 0 1 0 0 0 1

２２ 897,800 731,108 0 731,108 0 897,800 0 897,800 731,108

２３ 288 0 0 0 2 0 0 0 290

２４ 1,648 0 0 0 0 1,648 0 1,648 0

12,477,500 797,856 0 797,856 70,461 1,449,440 130 1,449,310 11,896,377

特別会計の基金 (単位:千円)

６年度末 ７年度末
現在高 現在高見込

決算剰余金 今回補正 既決予算 今回補正 既決予算

２５ 370,000 0 0 0 12 127,296 0 127,296 242,716

２６ 201,919 45,138 22,569 22,569 4 28,163 0 28,163 218,898

２７ 34,386 0 0 0 1 772 0 772 33,615

606,305 45,138 22,569 22,569 17 156,231 0 156,231 495,229

※　上記の３表は、端数処理の関係で表内計算が合わない場合がある。

市 営 住 宅

奨 学 金 給 付 事 業

ふ る さ と 人 づ く り

基　　金　　名

令和７年度中増減額見込

増 減

利子等
（C）

取崩し
（D）

(A)+(B)+(C)-(D)=(E)

財 政 調 整

減 債

財源調整可能基金
 （１～２）計

(A)
新規積立

（B）

令和７年度  基金の状況

基　　金　　名

令和７年度中増減額見込

増 減

(A)
新規積立

（B）
利子等

（C）
取崩し
（D）

(A)+(B)+(C)-(D)=(E)

さ わ や か ま ち づ く り

高 齢 者 等
保 健 福 祉

廃 棄 物 処 理
施 設 整 備

地 域 雇 用
創 出 推 進

ふ る さ と
水 と 土 保 全

特 定 農 業
施 設 管 理

浄 化 槽 整 備

文 化 振 興

近 代 化 産 業 遺 産
保 存 活 用

世 界 記 憶 遺 産
保 存 活 用 推 進

安 全 安 心 ま ち づ く り

産 業 振 興

(A)+(B)+(C)-(D)=(E)

森 林 環 境 保 全

庁 舎 整 備

特定目的基金
（３～２４）計

基　　金　　名

(A)

令和７年度中増減額見込

増 減

企 業 版 ふ る さ と 納 税
地 方 創 生

子 ど も の 貧 困
対 策 推 進

ふ る さ と 寄 附 活 用

宿 泊 税 交 付 金

学 校 教 育 施 設 整 備

特別会計基金
（２５～２７） 計

新規積立
（B）

利子等
（C）

取崩し
（D）

国 民 健 康 保 険
財 政 安 定 化

急 患 医 療 事 業

田 川 市 等 三 線 沿 線 地 域
交 通 体 系 整 備 事 業
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 令和７年度

総務部

経営企画課

（一般会計）

12月補正予算説明資料



（総務部　経営企画課） （単位：千円）

科　　目 名　　　称 既定額 補正額 計

14.2.1 総 務 費 国 庫 補 助 金 403,719 0 403,719 

15.3.1 総 務 費 県 委 託 金 29,420 0 29,420 

18.1.7
ふ る さ と 人 づ く り 基 金
繰 入 金

7,237 0 7,237 

20.4.3 雑 入 5,341 0 5,341 

445,717 0 445,717 

科　　目 名　　　称 既定額 補正額 計

2.1.2 文 書 広 報 費 32,538 0 32,538 

2.1.6 企 画 費 58,419 0 58,419 

2.1.7 情 報 推 進 費 31,739 0 31,739 

2.1.12 行 政 改 革 推 進 費 30 0 30 

2.1.16 諸 費 0 858 858 

2.5.2 統 計 調 査 費 28,431 0 28,431 

151,157 858 152,015 

　　　 令和７年度１２月補正予算　総括表　（一般会計）

歳　　入　　合　　計

歳　　出　　合　　計

歳　　　　　　　　　　入

歳　　　　　　　　　　出

1



令和７年度１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（歳出） 総務部　経営企画課　企画政策係 （単位：千円）

2 1 16

22

補正の内訳

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
返還金

・給付金・定額減税一体支援枠
事務費　857,275円

科目 既定額

備考欄
（メモ）

0

0

計 0 858 858

補正額 計

国県支出金等返還金 0 858 858

0

0

0

0

補正の理由
令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生
臨時交付金の確定による精算

その他 0 その他 0

一般財源 0 一般財源 858 一般財源 858

国 0

その他 0

財
源
内
訳

国 0

総務費 総務管理費 諸費 県 0 県 0 県 0

事業名 国県支出金等返還金 地方債 0 地方債 0 地方債 0

款 項

予算書のページ 事業コード 総合計画区分 既定額 補正額 計

18 ～ 19 054025 事業費 0 事業費 858 事業費 858

目

財
源
内
訳

国 0

財
源
内
訳

2



令和７年度１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（債務負担行為） 総務部　経営企画課　企画政策係 （単位：千円）

18

12

計 9,734

9,734 0

事業内容及び実施方法等 限度額の積算方法

令和５年度より実施している中学生ドイツ派遣にお
いて、以下のような課題が生じている。
これまで１１月頃に実施していたが、学校行事と派
遣事業期間が重なってしまい、公欠期間も長くなる
こと。派遣を希望する中学生にとっては、派遣期間
以外にも前後の研修等が多く予定されているた
め、スケジュール調整が難しいこと。
→来年度の実施時期を８月頃（夏休み期間中）に
変更したいと考えており、委託業者との契約を早め
る必要が生じる。

・12節　委託料　9,733,759円
中学生ドイツ派遣に伴う委託料
移動支援業務：6,823,292円
現地コーディネート委託：2,910,467円

＜特定財源＞
・ふるさと人づくり基金繰入金　　　4,733,759円
・福岡県市町村振興協会助成金　5,000,000円

科目（節） 金額

委託料 9,734

中学生海外派遣事業委託料 令和８年度 9,734 0 0

事項 期間 限度額
左の財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

限度額期間事項

1,500大学連携事業補助金 令和８年度

左の財源内訳

0 0

国県支出金 地方債 その他 一般財源

事業内容及び実施方法等 限度額の積算方法

0 1,500

1,500計

福岡県立大学と連携し、学生から地域課題解決の
アイデアを提案募集し、その提案に対して補助を行
い、市の課題解決と地域活性化を目指すプロジェ
クトを開始

自由テーマ　　　：20万円
市指定型テーマ：30万円
市指定型：５件

※提案テーマが現時点では不明なため、市指定型
テーマの採択予定件数上限を計上

負担金補助及び交
付金

1,500

金額科目（節）

3



令和７年度１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（繰越明許費） 総務部　経営企画課　企画政策係 （単位：千円）

12

総務管理費 6 企画費

左の財源内訳 繰越理由 科目（節） 金額

事業名 金額 款 項 目

フロントヤード改革推進事業費 3,300 2 総務費 1

計 3,300

3,300

0 0 0 3,300

国県支出金 地方債 その他 一般財源

令和７年１１月に予定されていたアクロシティ住
民情報の標準準拠システム移行が令和８年７
月以降へ延期となり、らくまどシステムの標準化
変更作業も延期となったため。

委託料

備考欄　（メモ）

4



令和７年度

総務部

総務課

（一般会計）

１２月補正予算説明資料



（総務部　総務課）
（単位：千円）

科　　目 名　　　称 既定額 補正額 計

20.4.3 雑 入 30 0 30 

30 0 30 

科　　目 名　　　称 既定額 補正額 計

2.1.1 一 般 管 理 経 費 27,497 331 27,828 

2.1.2 文 書 広 報 費 1,126 0 1,126 

28,623 331 28,954 

　　　 令和７年度１２月補正予算　総括表　（一般会計）

歳　　入　　合　　計

歳　　出　　合　　計

歳　　　　　　　　　　入

歳　　　　　　　　　　出

1



令和７年度１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（歳出） 総務部　総務課　総務法制係 （単位：千円）

2 1 1

12

事業名 0

0 その他

0

地方債一般管理経費（総務課総務法制係）

財
源
内
訳

国

27,828

0

331

科目 既定額 補正額 計

727

0

396 331弁護士委託料

予算書のページ

27,497 一般財源

総務費 総務管理費 一般管理費

19 ～ 19

地方債 0

款 項 目

財
源
内
訳

国

27,497 事業費

0 その他

県 0 県

地方債

事業コード 総合計画区分 既定額

0

県

0

財
源
内
訳

国

05114 事業費 27,828331 事業費

0

補正額 計

一般財源

0

396 331 727計

備考欄
（メモ）

補正の理由
令和5年（ワ）第4085号　損害賠償請求事件
に係る訴訟代理人委任契約に基づく弁護士
報酬

補正の内訳
当該事件に係る訴訟代理人委任契約に基づ
く弁護士報酬　　　　330,100円

その他

一般財源

2



3 
 

参考資料 

   訴訟の経過及び結果について 

日付 内容 

R6.2.1 本市に訴状が送達される。 

本市等に対して行った情報開示請求に係る個人情報が本市等か

ら第三者に伝わったとして、損害賠償の請求がなされたもの 

（請求の要旨） 

１ 被告らは、原告に対し、連帯して、１１０万円及びこれに

対する令和３年６月１５日から支払済みまで年３分の割合に

よる金員を支払え。 

２ 訴訟費用は、被告らの負担とする。 

R6.3.7～R7.4.17 口頭弁論等（9 回） 

R7.6.30 第 10 回期日 裁判所から和解案が示される。 

R7.7.14 第 11 回期日 和解案について協議する。 

R7.7.24 令和７年田川市議会７月臨時会 

和解について議決 

R7.8.7 第 12 回期日 和解が成立 

  



令和７年度

教育部

教育総務課

（一般会計）

１２月補正予算説明資料



（教育部　教育総務課） （単位：千円）

科　　目 名　　　称 既定額 補正額 計

12.1.1 民 生 費 負 担 金 17,762 0 17,762 

13.1.7 教 育 使 用 料 1 0 1 

13.2.4 教 育 手 数 料 1 0 1 

14.2.2 民 生 費 国 庫 補 助 金 30,672 57 30,729 

14.2.6 教 育 費 国 庫 補 助 金 3,039 0 3,039 

15.2.1 民 生 費 県 補 助 金 30,942 57 30,999 

15.2.8 教 育 費 県 補 助 金 1,784 0 1,784 

18.1.18
奨 学 金 給 付 事 業
基 金 繰 入 金

14,220 0 14,220 

20.3.2
育 英 資 金 貸 付 金
元 金 収 入

12,731 0 12,731 

20.3.3
田 川 市 高 等 学 校 等
奨 学 資 金 元 金 収 入

231 0 231 

20.4.2 給 食 事 業 収 入 90,685 0 90,685 

20.4.3 雑 入 1,122 0 1,122 

203,190 114 203,304 

科　　目 名　　　称 既定額 補正額 計

2.1.16 諸 費 5,449 0 5,449 

3.2.1 児 童 福 祉 総 務 費 111,255 173 111,428 

10.1.1 教 育 委 員 会 費 2,855 0 2,855 

10.1.2 事 務 局 費 104,718 326 105,044 

10.2.1
学 校 管 理 費
（ 小 学 校 ）

108,558 12,722 121,280 

10.2.2
教 育 振 興 費
（ 小 学 校 ）

52,292 0 52,292 

10.3.1
学 校 管 理 費
（ 中 学 校 ）

69,354 7,666 77,020 

10.3.2
教 育 振 興 費
（ 中 学 校 ）

212,427 0 212,427 

10.6.3 学 校 給 食 費 405,399 0 405,399 

1,072,307 20,887 1,093,194 

　　　 令和７年度１２月補正予算　総括表　（一般会計）

歳　　入　　合　　計

歳　　出　　合　　計

歳　　　　　　　　　　入

歳　　　　　　　　　　出

2



令和７年度１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（歳出） 教育部　教育総務課　総務係

3 2 1

12

10 1 2

12

補正の理由

　令和7年11月の最低賃金改定により、現在
の契約内容では最低賃金を下回る従業員が
いるため、令和7年度の契約金額を変更する
もの。

科目 既定額 補正額

包括業務委託料（放課後児
童クラブ運営業務分）

102,209 173

補正の内訳

【契約予定金額】
令和7年度　102,209千円→102,382千円
【対象職種及び人数】
・補助支援員　　　　　　 12人分

（単位：千円）

予算書のページ 事業コード 総合計画区分 既定額 補正額 計

国 57

財
源
内
訳

国

地方債

29,815 一般財源 59

1,300

20 ～ 21 190110 ○ 事業費 111,255 事業費 173 事業費 111,428

款 項 目

財
源
内
訳

国 30,729

民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

事業名 放課後児童健全育成事業費 地方債 1,300 地方債 0

一般財源

県 30,942 県 57 県 30,999

30,672

財
源
内
訳

その他 18,526 その他 0 その他 18,526

一般財源 29,874

102,382

計

102,382

予算書のページ 事業コード 総合計画区分 既定額 補正額 計

備考欄
（メモ）

計 102,209 173

20 ～ 23 490312 事業費 43,645 事業費 326 事業費 43,971

款 項 目

財
源
内
訳

国 0

教育費 教育総務費 事務局費 県 66 県 0 県 66

0

財
源
内
訳

国 0

財
源
内
訳

国

地方債

43,579 一般財源 326

0

補正の理由

　令和7年11月の最低賃金改定により、現在
の契約内容では最低賃金を下回る従業員が
いるため、令和7年度の契約金額を変更する
もの。

その他 0 その他 0 その他 0

一般財源

事業名 事務局管理経費 地方債 0 地方債 0

一般財源 43,905

補正額 計

包括業務委託料（学校事務
及び学校図書司書業務分）

27,779 326 28,105

備考欄
（メモ）

計 27,779 326 28,105

補正の内訳

【契約予定金額】
令和7年度　27,779千円→28,105千円
【対象職種及び人数】
・学校事務従事者　　　　　　　 11人分
・学校図書司書従事者　　　　 11人分

科目 既定額

3



令和７年度１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（歳入） 教育部　教育総務課　総務係

14 2 2

15 2 1

児童福祉費補
助金

30,942 57 30,999
合計 30,942 57 30,999

（単位：千円）

項目 既定額 補正額 計

放課後児童健全育成事業費補助金 30,942 57 30,999

計予算書のページ 款 項 目 既定額 補正額

16 ～ 17 県支出金 県補助金 民生費県補助金 30,942 57 30,999

節 既定額 補正額 計 説　　　　　　　明

3

放課後児童健全育成事業費補助金 30,672 57 30,729

節 既定額 補正額 計 説　　　　　　　明

4
子ども・子育て
支援交付金

30,672 57 30,729
合計 30,672 57 30,729

予算書のページ 款 項 目 既定額 補正額

項目 既定額 補正額

16 ～ 17 国庫支出金 国庫補助金
民生費国庫補助
金

30,672 57 30,729

計

計

4



令和７年度１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（債務負担行為） 教育部　教育総務課　総務係 （単位：千円）

12

79,375スクールバス運行委託料（延長分） 79,375 0 0 0令和8年度

事業内容及び実施方法等 限度額の積算方法

令和8年度1学期スクールバス運行延長
令和7年度末までとなっている現契約を１学期間延
長するもの。

令和8年度1学期スクールバス運行延長

田川東中学校5ルート（マイクロバス13台）
                                               57,695,000円
田川西中学校2ルート（マイクロバス 7台）
                                               21,679,350円
　　　　　　　　　　　　 　             計 79,374,350円

科目（節） 金額

委託料 79,375

計 79,375

事項 期間 限度額
左の財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5



令和７年度１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（歳出） 教育部　教育総務課　施設管理係

10 2 1

10

10

10

14

10 3 1

10

計 42,000 7,666 49,666

備考欄
（メモ）

補正の内訳
○電気料
既決予算額に7,666千円を増額補正

科目 既定額 補正額 計

電気料 42,000 7,666 49,666

7,666

0

補正の理由
・エアコン使用量増加により不足額が生じる
見込みのため電気料を増額補正するもの。

その他 0 その他 0 その他 0

一般財源

事業名 中学校施設維持管理経費 地方債 0 地方債 0

一般財源

中学校費 学校管理費 県 0 県 0 県 0

0

財
源
内
訳

国 0

財
源
内
訳

国

地方債

68,419 一般財源 76,085

22 ～ 23 550110 事業費 68,419 事業費 7,666 事業費 76,085

款 項 目

財
源
内
訳

国 0

教育費

計 63,819 12,722 76,541

予算書のページ 事業コード 総合計画区分 既定額 補正額 計

備考欄
（メモ）

科目 既定額 補正額 計

電気料 40,000

その他修繕料 1,591 474 2,065

学校施設改修工事請負
費

13,728 2,527 16,255

教育費

○電気料
既決予算額に6,976千円を増額補正
○施設修繕料
既決予算額に2,745千円を増額補正
○その他修繕料
既決予算額に474千円を増額補正
○工事請負費
既決予算額に2,527千円を増額補正

6,976 46,976

施設修繕料 8,500 2,745 11,245

補正の内訳

補正の理由

・エアコン使用量増加により不足額が生じる
見込みのため電気料を増額補正するもの。
・修繕料の執行により不足額が生じる見込み
のため修繕料を増額補正するもの。
・弓削田小学校電源ケーブルに不具合が生
じ、電気事故の可能性があることから取替工
事を実施するもの。

97,328

0

22 ～ 23 530110 事業費 108,228 事業費 12,722

款 項 目

財
源
内
訳

国

小学校施設維持管理経費 地方債 10,700 地方債

その他 200 その他

事業名

一般財源

事業費 120,950

107,550

2,500

一般財源10,222

13,200

0 その他

（単位：千円）

予算書のページ 事業コード 総合計画区分 既定額 補正額 計

小学校費 学校管理費 県 0 県 0 県 0

0

財
源
内
訳

国 0

財
源
内
訳

国

地方債

200

一般財源

6



令和７年度

教育部

文化生涯学習課（文化係）

（一般会計）

12月補正予算説明資料



（教育部　文化生涯学習課） （単位：千円）

科　　目 名　　　称 既定額 補正額 計

13.1.7 教 育 使 用 料 8,967 0 8,967 

14.2.6 教 育 費 国 庫 補 助 金 3,293 0 3,293 

15.1.5 県 事 務 委 譲 交 付 金 11 0 11 

15.2.9 教 育 費 県 補 助 金 6,965 0 6,965 

15.3.3 教 育 費 県 委 託 金 0 0 0 

17.1.3 教 育 費 寄 附 金 2 0 2 

18.1.7 文 化 振 興 基 金 繰 入 金 15,392 0 15,392 

18.1.17
世 界 記 憶 遺 産 保 存 活 用
推 進 基 金 繰 入 金

497 0 497 

20.4.3 雑 入 3,654 0 3,654 

38,781 0 38,781 

科　　目 名　　　称 既定額 補正額 計

10.5.1 社 会 教 育 総 務 費 27,456 0 27,456 

10.5.2 市 民 会 館 費 69,713 0 69,713 

10.5.3 図 書 館 費 87,576 0 87,576 

10.5.4 青 少 年 対 策 費 1,343 0 1,343 

10.5.5 石 炭 歴 史 博 物 館 費 53,790 0 53,790 

10.5.6 文 化 会 館 費 58,536 0 58,536 

10.5.7 美 術 館 費 59,231 0 59,231 

10.5.8 生 涯 学 習 費 52 0 52 

10.5.9 世界記憶遺産保存活用費 1,397 0 1,397 

10.6.1 保 健 体 育 総 務 費 68,995 0 68,995 

10.6.2 保 健 体 育 振 興 費 19,527 0 19,527 

447,616 0 447,616 

　　　 令和７年度１２月補正予算　総括表　（一般会計）

歳　　　　　　　　　　入

歳　　入　　合　　計

歳　　　　　　　　　　出

歳　　出　　合　　計

1



令和７年度１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（債務負担行為） 教育部部　文化生涯学習課　文化係 （単位：千円）

12

事項 期間 限度額
左の財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

田川文化センター及び田川青少年文化ホールの管
理運営を行わせる指定管理委託料

令和8年度から 協定書に定める指
定管理委託料の額

全額一般財源
令和10年度まで

事業内容及び実施方法等 限度額の積算方法

市民の文化の向上、情操のかん養及び福祉の増
進を図り、もって青少年の健全育成に寄与する事業
を行う。
管理運営については、地方自治法第244条の2第3
項の規定より指定管理者に行わせる。

指定管理者候補者からの提案及び協議により決定

計 0

科目（節） 金額

指定管理運営業務
委託料

限度額に同じ

2



令和７年度

議会事務局

（一般会計）

１２月補正予算説明資料



令和７年度　１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（債務負担行為） 議会事務局　議事調査係 （単位：千円）

12

議会の音声データから会議録を作成する業務を委
託する。

・会議録のページ数の見込　1,380頁
・会議録作成の1頁当たり単価
　音声反訳・整文 689円
　印刷製本　　　   786円
　会議録郵送料　　14円
　その他諸経費　　75円
　　　　　計　　 　1,564円（税込　1,720円）

　1,720円×1,380頁＝2,373,600円

委託料 2,374

科目（節） 金額

2,374計

事業内容及び実施方法等 限度額の積算方法

2,374

左の財源内訳
限度額期間事項

令和8年度
2,374議会会議録作成委託料

国県支出金 地方債 その他 一般財源

 １
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